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第１章 市営住宅等長寿命化計画の目的 

 

１．計画策定の背景 

本市は、京都府の南西部、木津川・宇治川・桂川の三川が合流して淀川となる地点に位置

し、大阪府に接しています。京都市都心部へ約 15km、大阪市都心部へ約 25km という二大都

市の中間にあり、交通至便な立地条件を有しています。 

平成 22 年国勢調査では人口が 74,227 人、28,795 世帯、平成 25 年３月末（住民基本台帳

より）時点において人口 73,533 人、31,528 世帯となっています。 

地勢的には、西部の男山から南部の美濃山地域にかけては、なだらかな起伏した丘陵地で、

その他の地域は、おおむね平地で形成されています。平地部には一級河川の大谷川、防賀川

が流れ、また、中央部から東部にかけては田園が広がっています。 

土地利用状況（八幡市統計書（平成 25 年版））をみると、市域面積は 2,437ha であり、地

目別面積1,428.5haのうち、宅地が615.0ha（43.1％）で最も多く、次いで田が363.1ha（25.4％）、

畑が 210.3ha（14.7％）となっています。用途地域による土地利用状況は、市街化区域が

1031.7ha で市域の 42.3％を占めています。市街化区域のうち、住居系が 78.3％と大半を占

めており、次いで工業系 18.9％、商業系 2.8％となっています。 

平成 20 年住宅・土地統計調査によると、住宅総数は 31,630 戸となっており世帯数を超え

る状況にあり、内訳では居住世帯がある住宅が 27,870 戸（88.1％）、空家が 3,670 戸（11.6％）

などとなっています。 

本市における公的賃貸住宅は、平成 25 年 9 月現在、府営住宅 324 戸、ＵＲ都市機構・公団

住宅 4,598 戸が整備され、市営住宅等は、現在 32団地、593 戸があります。 

市営住宅等入居者のアンケート調査結果（平成 25 年度実施）において、「冷暖房の費用負

担などの省エネ対応」、「住宅の断熱性や機密性」、「高齢者等への配慮」等について特に満足

度が低くなっています。 

これらにより、予防保全的な観点から、中長期的な維持管理計画を策定し更新コストの縮

減を行うことのほか、安全性の確保や入居者へのアンケート結果に基づく「高齢者への対応」

などにも配慮した居住性能の向上も併せた中長期的な管理計画の策定が求められています。 

 

２．計画策定の目的 

安全で快適な住まいを長きにわたって確保するため、建替、改善、維持保全などの公的住

宅等の活用手法を定め、長期的な維持管理・改善計画を策定することを目的とします。 

予防保全的な観点から修繕や改善の計画を定め、長寿命化による更新コストの削減と事業

量の平準化を図ることを目的とします。 
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第２章 長寿命化に関する基本方針 

 

１．ストックの状態把握及び日常的な維持管理の方針 

市営住宅等ストックを適切にマネジメントする基盤として、市営住宅等の状況を的確に把

握したうえで、長寿命化のための中長期的な維持管理計画を策定し、予防保全的な観点から、

定期点検や修繕・改善等の維持管理を推進することが重要です。 

このような考え方を踏まえ、次のストックの状態把握及び日常的な維持管理の方針を定め

ます。 

■管理する市営住宅等の整備・管理データを住棟単位で整備します。 

■市営住宅等の定期点検を実施するとともに、予防保全的管理を実施します。 

■市営住宅等の住棟単位の修繕履歴データを整備し、随時、履歴を確認できる体制を整備し

ます。 

 

２．長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

市営住宅等ストックの長寿命化を図るためには、建物の老朽化や劣化による事故、居住性

の低下等を未然に防ぐ、予防保全的な維持管理が必要です。また、このことにより市営住宅

等ストックの長寿命化を図ることは、従来型の短いサイクルでの更新に比して、ライフサイ

クルの縮減にもつながるものです。 

このような考え方を踏まえ、次の長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針

を定めます。 

 

■対症療法型の維持管理から、予防保全的な修繕及び耐久性の向上等を図る改善を実施する

ことによって、市営住宅等の長寿命化を図ります。 

■仕様のアップグレード等による耐久性の向上、修繕周期の延長などによってライフサイク

ルコストの縮減を図ります。 

■修繕標準周期に先だって定期点検を充実し、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防

ぐとともに、修繕工事の効率的な実施につなげます。 

 

３．計画期間 

計画期間は平成 26 年度（2014 年度）～平成 35 年度（2023 年度）とし、中間年度で定期

見直しを行います。 

なお、社会経済情勢や整備の実績状況などにより必要が生じた場合は、適宜見直しを行う

ものとします。 
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第３章 団地別・住棟別の状況把握及び活用手法 

 

１．活用手法の判定手順、判定基準（全体） 

ストックの活用手法の選定に関しては、以下のフローに基づき行います。 

 

【 市営住宅等ストック活用手法の全体判定フロー 】 
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この全体判定フローのうち、八幡市営住宅等ストック総合活用計画において【１次判定】、

【２次判定（長寿命化改善必要性の判定を除く。）】、【３次判定】を行い、「維持保全」、「個別

改善」、「建替」、「用途廃止」について判定しています。 

本計画においては、この判定結果を受け、「維持保全」、「個別改善」と判定された団地・棟

について、長寿命化型改善の必要性の検討を行い、「修繕対応」、「改善予定」（居住性向上型

／福祉対応型／安全性確保型／長寿命化型）を判定します。 

 

表 3-1 市営住宅一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

団地データ

敷地面積
（㎡）

借地
（㎡）

改良
年度

構造※2
間取
り

階
数

棟
数

戸
数

う
ち、
空家

1 都団地 第1棟 1974 (S49) 1989 ＣＢ（準耐火） 59.21(2) 3DK 2 1 2 0

第2棟 1974 (S49) 1989 ＣＢ（準耐火） 59.21(3) 3DK 2 1 3 0
第3棟 1974 (S49) 1989 ＣＢ（準耐火） 64.05(1) 64.32(1) 3DK 2 1 2 0
小計 728.76 3 7 0

2 一丁地団地 第1棟 1976 (S51) ＰＣ（準耐火） 54.46(8) 3DK 2 3 8 1
第2棟 1977 (S52) ＰＣ（準耐火） 55.46(8) 3DK 2 3 8 0
第3棟 1979 (S54) ＰＣ（準耐火） 55.46(8) 3DK 2 3 8 1
第4棟 1979 (S54) ＰＣ（準耐火） 55.46(6) 3DK 2 2 6 1

小計 1,992.96 11 30 3
3 上ノ段団地 第1棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 69.15(2) 3DK 2 1 2 0

第2棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 69.15(2) 3DK 2 1 2 0

第3棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 69.15(4) 3DK 2 1 4 1
第4棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 69.15(4) 3DK 2 1 4 0
第5棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(5) 3DK 2 1 5 0

第6棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(5) 3DK 2 1 5 0
第7棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(5) 3DK 2 1 5 0
第8棟 1988 (S63) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0

第9棟 1991 (H3) ＰＣ（準耐火） 72.07(3) 3DK 2 1 3 0
小計 5,081.71 9 33 1

4 三反長団地 第15棟 1980 (S55) ＰＣ（準耐火） 63.13(5) 3DK 2 1 5 1

第16棟 1979 (S54) ＰＣ（準耐火） 63.13(5) 3DK 2 1 5 2
小計 882.35 2 10 3

5 小松団地 第1棟 1,884.36 1981 (S56) ＲＣ（耐火） 61.07(30) 3DK 5 1 30 3
6 小松団地 第5棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0

第6棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0
第7棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0
第8棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0

第9棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0
小計 1,845.60 5 15 0

7 吉原団地 第5棟 1,328.38 1987 (S62) ＲＣ（耐火） 72.23(18) 4K 3 1 18 5

8 馬場団地 （１種） 2,909.32 2,909.32 1953 (S28) 木造平屋 34.65(8) 2K 1 8 8 2
9 清水井団地 （１種） 4,765.68 2,065.68 1954 (S29) 木造平屋 34.65(3) 2K 1 3 3 1

10 清水井団地 （２種） 1954 (S29) 木造平屋 34.65(0) 2K 1 0 0 0

11 新清水井団地 （２種） 1956 (S31) 木造平屋 28.05(1) 2K 1 1 1 0
12 中ノ山団地 （１種） 1,432.00 1955 (S30) 木造平屋 28.05(4) 2K 1 2 4 1
13 新田団地 （２種） 1,153.00 1955 (S30) 木造平屋 28.05(4) 2K 1 2 4 2

14 神原団地 （２種） 3,067.30 1956 (S31) 木造平屋 28.05(18) 2K 1 12 18 8
15 雄徳団地 （２種） 594.00 1984 (S59) ＲＣ（耐火） 67.07(4) 65.78(2) 3DK 2 1 6 0

計 61 187 29

土地データ

建築年度
戸当面積
( )は戸数

※2 ＣＢ造とは補強コンクリートブロック造を指す.

番
号

団地名 棟名称
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表 3-2 改良住宅一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団地データ

敷地面積
（㎡）

借地
（㎡）

改良
年度

構造
間取
り

階
数

棟
数

戸
数

う
ち、
空家

16 軸団地 第1棟 1,960.18 1972 (S47) 1987 ＲＣ（耐火） 74.2(15) 5DK 5 1 15 5
第2棟 1973 (S48) 1988 ＲＣ（耐火） 74.2(15) 5DK 5 1 15 4

17 軸団地 第3棟 817.36 1973 (S48) 1990 ＰＣ（準耐火） 43.2(1) 78.41(6) 5DK 3DK 2 1 7 1
18 軸団地 第11棟 6,202.77 1978 (S53) ＰＣ（準耐火） 55.46(6) 3DK 2 2 6 5

第12棟 1978 (S53) ＰＣ（準耐火） 55.46(9) 3DK 2 3 9 2
第13棟 1978 (S53) ＰＣ（準耐火） 55.46(9) 3DK 2 3 9 1
第14棟 1978 (S53) ＰＣ（準耐火） 61.32(9) 3DK 2 3 9 5
第17棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(15) 3DK 2DK 2 4 15 1

19 軸団地 第21棟 798.14 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(2) 3DK 2 1 2 0
第22棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(4) 3DK 2 1 4 1

(軸団地) 小計 20 91 25
20 広門団地 第4棟 362.82 1975 (S50) ＲＣ（耐火） 24.91(2) 48.63(1) 49.8(1) 90.4(1) 1DK 3DK 3K 2 1 5 2
21 広門団地 第5棟 324.61 1975 (S50) ＰＣ（準耐火） 55.46(4) 3DK 2 1 4 1
22 広門団地 第7棟 2,774.10 1976 (S51) ＰＣ（準耐火） 55.46(4) 3DK 2 1 4 2

第8棟
1976年 1976 (S51) ＰＣ（準耐火） 55.46(6) 3DK 2 1 6 3
1981年 1981 (S56) ＰＣ（準耐火） 55.46(3) 61.32(1) 3DK 2 1 4 3
1982年 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 57.25(2) 3DK 2 1 2 0

第9棟
1977年 1977 (S52) ＰＣ（準耐火） 55.46(7) 61.32(1) 3DK 2 2 8 4
1985年 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 58.07(2) 3DK 1 1 2 0

第10棟 1980 (S55) ＰＣ（準耐火） 55.46(8) 3DK 2 2 8 2
23 広門団地 第20棟 221.92 1986 (S61) ＰＣ（準耐火） 69.15(2) 3DK 2 1 2 0

(広門団地) 小計 12 45 17
24 小松団地 第10棟 3,837.87 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(4) 3DK 2 1 4 0

第11棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(4) 3DK 2 1 4 0
第12棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0
第13棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0
第14棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(4) 3DK 2 1 4 1
第15棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(4) 3DK 2 1 4 0
第16棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 69.15(5) 3DK 2 1 5 1

25 小松団地 第17棟 16,167.00 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） 75.63(10) 78.66(10) 4K 3 1 20 2
第18棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） 74.19(8) 78.66(8) 4K 3 1 16 6

第19棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） 75.63(10) 78.66(10) 4K 3 1 20 4
第20棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） 74.19(10) 78.66(10) 4K 3 1 20 4
第21棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） 75.63(6) 78.66(6) 4K 3 1 12 1
第22棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） 74.19(6) 78.66(6) 4K 3 1 12 3
第23棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） 75.63(6) 78.66(6) 4K 3 1 12 2
第24棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） 74.19(7) 78.66(7) 4K 3 1 14 2
第25棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） 75.63(7) 78.66(7) 4K 3 1 14 3
第26棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） 74.19(7) 78.66(7) 4K 3 1 14 2

26 小松団地 第27棟 4,133.21 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） 78.22(4) 81.96(4) 4DK 3 1 8 2
第28棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） 78.22(6) 81.96(6) 4DK 3 1 12 1
第29棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） 78.22(5) 81.96(5) 4DK 3 1 10 2
店舗棟 1985 (S60) ＲＣ（耐火） 39.76(2) 39.25(2) 店舗 1 1 4 1

（小松団地） 小計 21 215 37
27 三反長団地 第18棟 642.78 1985 (S60) ＲＣ（耐火） 56.88(2) 79.89(2) 4K 2 1 4 0
28 三反長団地 第19棟 525.54 1986 (S61) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0
29 三反長団地 第25棟 1,430.54 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0

第26棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 0
第27棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(2) 3DK 2 1 2 0

（三反長団地） 小計 5 15 0
30 長田団地 第6棟 408.61 1976 (S51) 1993 ＰＣ（準耐火） 72.4(1) 75.06(3) 75.1(1) 3DK 2 1 5 2
31 吉原団地 第6棟 4,073.76 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） 78.22(5) 81.96(5) 4DK 3 1 10 2

第7棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） 78.22(5) 81.96(5) 4DK 3 1 10 1
第8棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） 78.22(4) 81.96(4) 4DK 3 1 8 0
小計 3 28 3

32 東林団地 第23棟 970.66 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(3) 3DK 2 1 3 1
第24棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 69.15(4) 3DK 2 1 4 0
小計 2 7 1

計 64 406 85

総計 125 593 114

建築年度
戸当面積
( )は戸数

番

号
団地名 棟名称

土地データ
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図 3-1：市営住宅等位置図 
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表 3-3 ストック活用手法の判定結果（出典：八幡市営住宅等ストック総合活用計画） 

 

【市営住宅】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：「△個別改善」は、改善時期から概ね 10 年以内に耐用年数を経過することから、安全性などを確認し

つつ管理するもの。 

・「※維持保全」は改修履歴実施年の 10年後に再検討 

・都１棟～３棟は、３次判定において、安全性などについて継続的に確認することで「建替」を「個別改善」

とし、耐用年数にとらわれず長寿命化を図ることとする。 

・一丁地１棟～２棟は、３次判定において、安全性などについて継続的に確認することで「建替」を「個別

改善」とし、耐用年数にとらわれず長寿命化を図ることとする。 

・清水井（１種）、清水井（２種）、新清水井の「用途廃止」は、清水井（２種）の「建替」に統合する。 

 

  

番号 団地・棟名 戸数 初期判定 １次判定 ２次判定 ３次判定 最終判定
1 都　１棟 2 ○
都　２棟 3 ○
都　３棟 2 ○

2 一丁地　１棟 8 ○ 建替 ⇒
一丁地　２棟 8 ○ 建替 ⇒
一丁地　３棟 8 ○ 継続判定 個別改善
一丁地　４棟 6 ○ 継続判定 個別改善

3 上ノ段　１棟 2 ○
上ノ段　２棟 2 ○
上ノ段　３棟 4 ○
上ノ段　４棟 4 ○
上ノ段　５棟 5 ○
上ノ段　６棟 5 ○
上ノ段　７棟 5 ○
上ノ段　８棟 3 ○
上ノ段　９棟 3 ○

4 三反長　15棟 5 ○
三反長　16棟 5 ○

5 小松　１棟 30 維持保全 ⇒ ⇒ ⇒ ※維持保全

6 小松　５棟 3
小松　６棟 3
小松　７棟 3
小松　８棟 3
小松　９棟 3

7 吉原　５棟 18 ○ 継続判定 全面的改善 維持保全 維持保全
8 馬場（１種） 8 ○ 用途廃止 ⇒ 用途廃止 用途廃止
9 清水井（１種） 3 ○ 用途廃止 ⇒ 用途廃止 用途廃止

10 清水井（２種） 0 ○ 用途廃止 ⇒ 建替 建替
11 新清水井（２種） 1 ○ 用途廃止 ⇒ 用途廃止 用途廃止
12 中ノ山（１種） 4 ○ 建替 ⇒ 建替 建替
13 新田（２種） 4 ○ 建替 ⇒ 建替 用途廃止
14 神原（２種） 18 ○ 建替 ⇒ 建替 用途廃止
15 雄徳（２種） 6 ○ 継続判定 維持保全 維持保全 維持保全

⇒

個別改善

個別改善

⇒維持保全

建替

継続判定

継続判定

⇒

△個別改善 △個別改善

個別改善 個別改善

⇒ ※維持保全

△個別改善 △個別改善

△個別改善△個別改善
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【改良住宅】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
備考：「△個別改善」は、改善時期から概ね 10 年以内に耐用年数を経過することから、安全性などを確認し

つつ管理するもの。 

・「※維持管理」は改修履歴実施年の 10年後に再検討 

・軸１棟・２棟は、５階建でエレベーターが未設置であることから、３次判定において「用途廃止」とする。 

・軸３棟は、３次判定において、安全性などについて継続的に確認することで「建替」を「個別改善」とし、

耐用年数にとらわれず長寿命化を図ることとする。 

・軸 11 棟～14 棟は、３次判定において、安全性などについて継続的に確認することで「建替」を「個別改

善（33戸を 16戸に集約」とし、耐用年数にとらわれず長寿命化を図ることとする。 

・広門５棟～９棟は、３次判定において、安全性などについて継続的に確認することで「建替」を「個別改

善（34戸を 17戸に集約）」とし、耐用年数にとらわれず長寿命化を図ることとする。 

・長田６棟は、３次判定において、安全性などについて継続的に確認することで「建替」を「個別改善」と

し、耐用年数にとらわれず長寿命化を図ることとする。 

・東林 23棟・24棟は、３次判定において当面は「個別改善」とする。  

番号 団地・棟名 戸数 初期判定 １次判定 ２次判定 ３次判定 最終判定
16 軸　１棟 15 ○

軸　２棟 15 ○
17 軸　３棟 7 ○ 建替 ⇒ △個別改善 △個別改善
18 軸　11棟 6 ○

軸　12棟 9 ○
軸　13棟 9 ○
軸　14棟 9 ○
軸　17棟 15 維持保全 ⇒ ⇒ ⇒ ※維持保全

19 軸　21棟 2 ○
軸　22棟 4 ○

20 広門　４棟 5 ○ 継続判定 個別改善 個別改善 個別改善
21 広門　５棟 4 ○ 建替 ⇒
22 広門　７棟 4 ○ 建替 ⇒

広門　８棟 6 ○ 建替 ⇒
広門　８棟 4 ○ 継続判定 個別改善
広門　８棟 2 ○ 継続判定 個別改善
広門　９棟 8 ○ 建替 ⇒
広門　９棟 2 ○ 継続判定 維持保全
広門　10棟 8 ○ 継続判定 個別改善

23 広門　20棟 2 ○ 継続判定 個別改善 個別改善 個別改善
24 小松　10棟 4 ○

小松　11棟 4 ○
小松　12棟 3 ○
小松　13棟 3 ○
小松　14棟 4 ○
小松　15棟 4 ○
小松　16棟 5 ○

25 小松　17棟 20 ○
小松　18棟 16 ○
小松　19棟 20 ○
小松　20棟 20 ○
小松　21棟 12 ○
小松　22棟 12 ○
小松　23棟 12 ○
小松　24棟 14 ○
小松　25棟 14 ○
小松　26棟 14 ○

26 小松　27棟 8 ○
小松　28棟 12 ○
小松　29棟 10 ○
小松　店舗 4 ○

27 三反長　18棟 4 ○ 継続判定 維持保全 維持保全 維持保全
28 三反長　19棟 3 ○ 継続判定 個別改善 個別改善 個別改善
29 三反長　25棟 3 ○

三反長　26棟 3 ○
三反長　27棟 2 ○

30 長田　６棟 5 ○ 建替 ⇒ △個別改善 △個別改善
31 吉原　６棟 10 ○

吉原　７棟 10 ○
吉原　８棟 8 ○

32 東林　23棟 3 ○
東林　24棟 4 ○

個別改善

△個別改善

△個別
改善

（集約）

△個別
改善

（集約）

個別改善 個別改善

個別改善 個別改善

個別改善

個別改善 個別改善

個別改善 個別改善

用途廃止

△個別
改善

（集約）

△個別
改善

（集約）

個別改善 個別改善

全面的改善

個別改善

個別改善

個別改善

個別改善

用途廃止

△個別改善

継続判定

継続判定

個別改善

個別改善

個別改善

個別改善

継続判定

継続判定

継続判定

継続判定

継続判定

継続判定

継続判定
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２．本計画の対象とする団地・棟 

本計画においては、前記の判定結果を受け、「維持保全」、「個別改善」と判定された下表の

25 団地・棟について、長寿命化型改善の必要性の検討を行います。 

 

表 3-4 維持保全の団地・棟            表 3-6 個別改善の団地・棟＜改良住宅＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-5 個別改善の団地・棟＜市営住宅＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

番号 団地・棟名 戸数 最終判定
◆市営住宅
5 小松　１棟 30 ※維持保全
6 小松　５棟 3 ※維持保全

小松　６棟 3

小松　７棟 3

小松　８棟 3
小松　９棟 3

7 吉原　５棟 18
15 雄徳（２種） 6 維持保全

69

◆改良住宅

18 軸　17棟 15 ※維持保全

27 三反長　18棟 4 維持保全
19

88

維持保全

計

合計

計

17 軸　３棟 7 △個別改善
18 軸　11棟 6

軸　12棟 9
軸　13棟 9
軸　14棟 9

19 軸　21棟 2
軸　22棟 4

20 広門　４棟 5 個別改善
21 広門　５棟 4
22 広門　７棟 4

広門　８棟 6
広門　９棟 8
広門　９棟 2
広門　８棟 4

広門　８棟 2

広門　10棟 8

23 広門　20棟 2 個別改善

24 小松　10棟 4
小松　11棟 4
小松　12棟 3
小松　13棟 3
小松　14棟 4
小松　15棟 4
小松　16棟 5

25 小松　17棟 20
小松　18棟 16
小松　19棟 20
小松　20棟 20
小松　21棟 12
小松　22棟 12
小松　23棟 12
小松　24棟 14
小松　25棟 14
小松　26棟 14

26 小松　27棟 8
小松　28棟 12
小松　29棟 10
小松　店舗 4

28 三反長　19棟 3 維持保全
29 三反長　25棟 3

三反長　26棟 3
三反長　27棟 2

30 長田　６棟 5 △個別改善
31 吉原　６棟 10

吉原　７棟 10
吉原　８棟 8

32 東林　23棟 3
東林　24棟 4

357

437

△個別改善

△個別改善

合計

計

個別改善

個別改善

△個別改善

△個別改善

個別改善

個別改善

個別改善

維持保全

番号 団地・棟名 戸数 最終判定

◆市営住宅

1 都　１棟 2
都　２棟 3
都　３棟 2

2 一丁地　１棟 8

一丁地　２棟 8
一丁地　３棟 8
一丁地　４棟 6

3 上ノ段　１棟 2
上ノ段　２棟 2
上ノ段　３棟 4
上ノ段　４棟 4
上ノ段　５棟 5
上ノ段　６棟 5
上ノ段　７棟 5
上ノ段　８棟 3
上ノ段　９棟 3

4 三反長　15棟 5
三反長　16棟 5

80計

△個別改善

△個別改善

個別改善

個別改善
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３．長寿命化型改善の必要性の判定基準及び判定結果 

長寿命化型改善の必要性、可否について、以下の考え方に基づいて検討します。 

・中長期的な修繕計画及び定期点検等に基づいて、耐久性の向上、躯体への影響の低減、

維持管理の容易性等の向上に関する改善が必要と判断される住棟は、長寿命化型改善を

行います。 

・上記のような改善について、予防保全的な改善の必要性が認められる場合、他の修繕・

改善工事と合わせて合理的・効率的に行うことが適当と認められる場合は、長寿命化型

改善を行います。 

・長寿命化型改善の必要性が低いと判断された住棟は、修繕又は長寿命化型改善以外の個

別改善とします。 

この考え方を踏まえ、原則として、建設後一定期間が経過し、建物・設備の老朽化が顕在

化し出すものであって、残りの耐用年数のなかで改善後概ね 10 年程度の活用が可能なものを

長寿命化型改善事業の対象と判定します。 

この判定基準として、「建設後の経過年数」及び「耐用年数の経過の有無」に関する下記

事項の両方ともを満たすか否かを目安とします。 

①計画期間最終年度の平成 35（2023）年度において、建設後 15年を経過しているもの 

※ここでは、建物・設備の計画修繕周期は屋根・屋上防水、外壁改修について概ね 15年

と想定します。 

②計画期間中間年度の平成 30（2018）年度において、耐用年数が 10 年以上残っているもの 

※ここでの耐用年数とは公営住宅法に基づくものとします。 

※公営住宅等ストック総合改善事業対象要綱では、個別改善であれば改善後概ね 10 年程

度管理することが求められています。 

 

【 長寿命化型改善の必要性の判定フロー 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 長寿命化型改善判定 

○平成 35年度に、建設後概ね 15 年を経過している住棟 

○平成 30年度に、耐用年数が 10 年以上残っている住棟 

維持管理 個別改善 全面改善 建替え 

満たす 
修繕対応 

＋ 

居住性向上型 

福祉対応型 

安全性確保型 

長寿命化型改善 

＋（居住性向上型・福祉対応型・安全性確保型） 

満たさない 
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表 3-7 長寿命化型改善の必要性の判定表 

【市営住宅】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 都　１棟 1974 (S49) ＣＢ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 2 49 ×
都　２棟 1974 (S49) ＣＢ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 49 1 ×
都　３棟 1974 (S49) ＣＢ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 2 49 1 ×

2 一丁地　１棟 1976 (S51) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 3 8 47 3 ×

一丁地　２棟 1977 (S52) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 3 8 46 4 ×

一丁地　３棟 1979 (S54) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 3 8 44 6 ×

一丁地　４棟 1979 (S54) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 2 6 44 6 ×

3 上ノ段　１棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 2 38 12 ○

上ノ段　２棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 2 38 12 ○

上ノ段　３棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 38 12 ○

上ノ段　４棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 38 12 ○

上ノ段　５棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 5 36 14 ○

上ノ段　６棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 5 36 14 ○

上ノ段　７棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 5 36 14 ○

上ノ段　８棟 1988 (S63) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 35 15 ○

上ノ段　９棟 1991 (H3) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 32 18 ○

4 三反長　15棟 1980 (S55) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 5 43 7 ×

三反長　16棟 1979 (S54) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 5 44 6 ×

5 小松　１棟 1981 (S56) ＲＣ（耐火） 階段室型 5 1 30 維持保全 42 33 ○
個別改善　（長寿命化型＋

居住性向上型）

6 小松　５棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 41 9 ×
小松　６棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 41 9 ×
小松　７棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 41 9 ×
小松　８棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 41 9 ×
小松　９棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 41 9 ×

7 吉原　５棟 1987 (S57) ＲＣ（耐火） 階段室型 3 1 18 維持保全 36 39 ○
個別改善  （長寿命化型＋

居住性向上型）

8 馬場（１種） 1953 (S28) 木造平屋 戸建タイプ 1 8 8 用途廃止 － － － －
9 清水井（１種） 1954 (S29) 木造平屋 戸建タイプ 1 3 3 用途廃止 － － － －

10 清水井（２種） 1954 (S29) 木造平屋 戸建タイプ 1 0 0 建替 － － － －
11 新清水井（２種） 1956 (S31) 木造平屋 戸建タイプ 1 1 1 用途廃止 － － － －
12 中ノ山（１種） 1955 (S30) 木造平屋 戸建タイプ 1 2 4 建替 － － － －
13 新田（２種） 1955 (S30) 木造平屋 戸建タイプ 1 2 4 用途廃止 － － － －
14 神原（２種） 1956 (S31) 木造平屋 戸建タイプ 1 12 18 用途廃止 － － － －

15 雄徳（２種） 1984 (S59) ＲＣ（耐火） 戸建タイプ 2 1 6 維持保全 39 36 ○
個別改善　（長寿命化型＋

居住性向上型）

番
号

団地・棟名

建物概要

個別改善

個別改善

個別改善

維持保全 修繕対応

八幡市営
住宅等ス
トック総
合活用計
画の判定

結果

構造
住棟

タイプ

階
数

棟
数

戸
数

建築
年度

個別改善

個別改善
（居住性向上型・福祉対応型・

安全性確保型）

個別改善
（居住性向上型・福祉対応型・

安全性確保型）

個別改善

（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

個別改善
（居住性向上型・福祉対応型・

安全性確保型）

長寿命化型改善の必要性の判定

平成
35年
度末
の築
後年
数

平成
30年
度末
時点
の残
り耐
用年
数

必要
性

（妥
当性
の有
無）

判定結果
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【改良住宅】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

16 軸　１棟 1972 (S47) ＲＣ（耐火） 片廊下型 5 1 15
軸　２棟 1973 (S48) ＲＣ（耐火） 片廊下型 5 1 15

17 軸　３棟 1973 (S48) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 7 個別改善 50 0 ×
個別改善

（居住性向上型・福祉対応型・

安全性確保型）

18 軸　11棟 1978 (S53) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 2 6 45 5 ×
軸　12棟 1978 (S53) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 3 9 45 5 ×
軸　13棟 1978 (S53) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 3 9 45 5 ×
軸　14棟 1978 (S53) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 3 9 45 5 ×
軸　17棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 4 15 維持保全 41 9 ×

19 軸　21棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 2 36 14 ○

軸　22棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 36 14 ○

20 広門　４棟 1975 (S50) ＲＣ（耐火） 長屋タイプ 2 1 5 個別改善 48 27 ○
個別改善

（長寿命化型＋福祉対応型・

安全性確保型）

21 広門　５棟 1975 (S50) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 48 2 ×
22 広門　７棟 1976 (S51) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 47 3 ×

広門　８棟 1976 (S51) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 6 47 3 ×

広門　８棟 1981 (S56) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 42 8 ×

広門　８棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 2 41 9 ×

広門　９棟 1977 (S52) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 2 8 46 4 ×

広門　９棟 1985 (S60) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 1 1 2 38 12 ○

広門　10棟 1980 (S55) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 2 8 43 7 ×

23 広門　20棟 1986 (S61) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 2 個別改善 37 13 ○
個別改善

（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

24 小松　10棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 41 9 ×
小松　11棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 41 9 ×
小松　12棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 41 9 ×
小松　13棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 41 9 ×
小松　14棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 41 9 ×
小松　15棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 41 9 ×
小松　16棟 1982 (S57) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 5 41 9 ×

25 小松　17棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 20 38 37 ○
小松　18棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 16 38 37 ○
小松　19棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 20 39 36 ○
小松　20棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 20 39 36 ○
小松　21棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 12 39 36 ○
小松　22棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 12 39 36 ○
小松　23棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 12 38 37 ○
小松　24棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 14 38 37 ○
小松　25棟 1984 (S59) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 14 39 36 ○
小松　26棟 1985 (S60) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 14 38 37 ○

26 小松　27棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 8 37 38 ○
小松　28棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 12 37 38 ○
小松　29棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 10 37 38 ○
小松　店舗 1985 (S60) ＲＣ（耐火） 長屋タイプ 1 1 4 38 37 ○

27 三反長　18棟 1985 (S60) ＲＣ（耐火） 長屋タイプ 2 1 4 維持保全 38 37 ○
個別改善

（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

28 三反長　19棟 1986 (S61) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 個別改善 37 13 ○
個別改善

（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

29 三反長　25棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 36 14 ○
三反長　26棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 36 14 ○
三反長　27棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 2 36 14 ○

30 長田　６棟 1976 (S51) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 5 個別改善 47 3 ×
個別改善　（居住性向上型・

安全性確保型）

31 吉原　６棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 10 37 38 ○
吉原　７棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 10 37 38 ○
吉原　８棟 1986 (S61) ＲＣメゾネット（耐火） メゾネット型 3 1 8 37 38 ○

32 東林　23棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 3 36 14 ○
東林　24棟 1987 (S62) ＰＣ（準耐火） 長屋タイプ 2 1 4 36 14 ○

注： 軸11棟～14棟は、33戸を16戸に集約する。

広門５棟～９棟は、34戸を17戸に集約する。

－－ － －

構造
住棟

タイプ

階
数

棟
数

戸
数

建築
年度

番
号

団地・棟名

建物概要

個別改善
（集約）

用途廃止

個別改善

個別改善

個別改善

個別改善
（集約）

八幡市営
住宅等ス
トック総
合活用計
画の判定

結果

個別改善

個別改善

（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

個別改善

（長寿命化型＋居住性向上

個別改善

個別改善
個別改善

（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

個別改善

個別改善
（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

個別改善

（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

平成
35年
度末
の築
後年
数

平成
30年
度末
時点
の残
り耐
用年
数

必要
性

（妥
当性
の有
無）

判定結果

個別改善
（居住性向上型・福祉対応型）

個別改善
（福祉対応型・安全性確保型）

個別改善
（長寿命化型＋居住性向上

型・福祉対応型）

個別改善
（居住性向上型・福祉対応型・

安全性確保型）

長寿命化型改善の必要性の判定
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４．公営住宅等ストックの活用手法別戸数 

市営営住宅ストックの活用手法別計画戸数を以下に示します。 

 

 表 3-8 ストック判定結果（管理戸数） 

対  象 合  計 市営住宅 改良住宅 

公営住宅管理戸数 ５９３戸 １８７戸 ４０６戸 

 維持管理予定戸数 ５２５戸 １４９戸 ３７６戸 

 うち修繕対応戸数 １５戸 １５戸 ０戸 

うち改善予定戸数 ５１０戸 １３４戸 ３７６戸 

建替え予定戸数 ４戸 ４戸 ０戸 

用途廃止予定戸数 ６４戸 ３４戸 ３０戸 

   本市では現在、木造市営住宅の集約・建替え事業を行っており、建替により 28 戸増。 

また、改良住宅については本計画において、集約・個別改善を行うこととしており、集

約により 34 戸減。 

   上記の判定結果による管理戸数にこれらの事業を反映させた管理戸数は 523 戸となり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 14 - 

 

第４章 市営住宅等における建替事業の実施方針 

木造で建設年度が昭和 45 年度（1970 年度）以前と古く、市営清水井（２種）団地、市営

中ノ山（１種）団地の建替を計画期間内に実施します。 

建替にあったては、地域の実情や入居者状況、高齢者や若年層世帯の需要動向を踏まえて、

建物、設備、施設の計画を行います。 

これらの団地の建替に伴い、工事期間中の仮住居が必要になる場合は、事前に十分な期間

を取って空家を確保する等できるだけ移転に伴う負担が少ない方法の検討も必要となります。 

 

【団地別建替事業の実施方針】 

・市営清水井（２種）団地の建替については、隣接して市営清水井（１種）団地、市営新

清水井団地が一団となって位置していることを踏まえ、現存している木造平屋の４戸か

ら耐火構造２階建の 19戸へ建替えます。なお、総敷地面積が約 4,800 ㎡ですが、このう

ち借地は返還します。 

・市営中ノ山（１種）団地の建替については、平成 25年度に建替えを実施しており、引き

続き建替えを進め、現存している木造平屋の４戸から耐火構造２階建の 13 戸（平成 25

年度建替戸数を含む。）へ建替えます。 
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第５章 長寿命化のための維持管理計画 

 

１．修繕・改修事業の実施方針 

（１）修繕・改善事業の内容 

１）修繕対応 

修繕・改善・点検の履歴情報や標準修繕周期を踏まえて定期的な点検を行い、適

切な時期に予防保全的な修繕を行うことで居住性・安全性等の維持・向上を図り、

長期的に活用します。 

【実施内容】 

・定期点検の充実 

・不具合が生じた場合に、その都度実施する必要のある経常修繕・応急措置 

・標準な修繕周期を踏まえて計画的に実施する修繕 等 

 

 

２)居住性向上型 

引き続き活用を図る昭和 50 年代のストックについて、住戸規模・間取りの改善

や住戸・住棟設備の機能向上を行い、居住性を向上させます。 

【実施内容】 

・間取りの改修 

・電気容量のアップ 

・室内廊下の床改修 等 

 

 

３）福祉対応型 

引き続き活用を図る昭和 50（1975）年代・60（1985）年代のストックについて、

高齢者等が安全・安心して居住できるよう、住戸、共用部、屋外のバリアフリー化

を進めます。 

【実施内容】 

・住戸内部・共用部の段差解消 

・浴室・トイレの高齢者対応（バリアフリー対応など） 等 
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４）安全性確保型 

昭和 56（1981）年以前に建築された住棟において、躯体安全性を確認し、安全を図

ります。 

その他、非常時に円滑に避難できるよう避難設備や経路の整備・確保を行うととも

に、防犯性や落下・転倒防止など生活事故防止に配慮した改善を行います。 

【実施内容】 

・耐震診断、耐震改修 

・屋外通路等の避難経路の整備検討 

・防犯に配慮した建物部品の設置検討 

 

 

５）長寿命化型 

一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活用を図るべき住棟において、

耐久性の向上や、躯体への影響の低減、維持管理の容易性向上の観点から予防保全的

な改善を行い、もってライフサイクルコストの軽減を行います。 

【実施内容】 

・屋根改修・屋上防水改修 

・外壁の断熱改修 

・給排水管の耐久性向上、住戸内配管の集約化 等 
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【参考】公営住宅等ストック総合改善事業メニュー例 

公営住宅のストック総合改善事業では、次の４つの内容で住戸改善、共用部改善、屋外・

外構改善が可能です。 

 

■ 公営住宅等ストック総合改善事業の対象項目の例示 

 住戸改善 共用部分改善 屋外・外構改善

居 住 性 向
上 

・間取りの改修
・給湯設備の設置 
・電気容量のアップ 
・外壁・最上階の天井等 
・開口部のアルミサッシ化 
等 

・給水方式の変更
・断熱化対応 
・共視聴アンテナ設備設
置 
・地上デジタル放送対応 
等 

・雨水貯留施設の設置
・地上デジタル放送対応
・集会所の整備・増改築
・児童遊園の整備 
・排水処理施設の整備 
等 

福祉対応 

・住戸内部の段差解消
・浴室・便所等への手摺の
設置 
・浴槽・便器の高齢者対応 
・高齢者対応建具 
・流し台、洗面台更 
 等 

・廊下・階段の手摺設置
・中層 EV の設置・機能
向上 
・段差の解消 
・視聴障害者誘導用ブロ
ック等の設置 
等 

・屋外階段の手摺の設置
・屋外通路等の幅員確保
・スロープの設置 
・電線の地中化 
等 

安 全 性 確
保 

・台所壁の不燃化
・避難経路の確保 
・住宅用防災警報器等の設
置 
・アスベストの除去等 
・ピッキング等の防犯対策 
等 

・耐震改修
・外壁落下防止改修 
・バルコニーの手摺のア
ルミ化 
・防火区画 
・避難設備の設置 
・アスベストの除去等 
・EV かご内の防犯カメ
ラ設置 
・地震時管制運転装置等
の設置 
等 

・屋外消化栓設置
・避難経路となる屋外通
路等の整備 
・屋外通路等の照明設備
の照度確保 
・ガス管の耐震性・耐食
性向上 
・防犯上有効な塀・柵・
垣・植栽の設置 
等 

長寿命化 

・浴室の防水性向上に資す
る工事 
・内壁の断熱性向上・耐久
性向上に資する工事 
・配管の耐久性向上に資す
る工事 
等 

・躯体・屋上・外壁・配
管の耐久性向上 
・避難施設の耐久性向上 
等 

・配管の耐久性・耐食性
向上に資する工事 
等 

 （出典:公営住宅等長寿命化計画策定指針/国土交通省住宅局） 
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（２）修繕事業の計画修繕周期の設定 

修繕事業では、下記のとおり建物・設備の計画修繕周期を設定し、概ねこれらの周期を考

慮し、修繕・改善事業を適宜進めます。 

■ 計画修繕周期（建物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

修繕工事項目 対象部位等 工事区分
計画

修繕周期

補修 10年

修繕 20年

補修 17.5年

修繕 35年

補修 10年

更新 20年

補修 10～15年

更新 20～30年

補修 15年

更新 30年

補修 15年

更新 30年

③庇・笠木等防水 庇天端、笠木天端、パラペット天端・アゴ、架台天端等 修繕 12年

①バルコニー床防水 バルコニーの床（側溝、幅木を含む） 修繕 12年

②開放廊下・階段等床防水 開放廊下・階段の床（側溝、幅木を含む） 修繕 12年

①コンクリート補修
外壁、屋根、床、手すり壁、軒天（上げ裏）、庇等（コンクリート、
モルタル部分）

補修 12年

塗替 5年

更新 10年

塗替 7.5年

更新 15年

塗替 10年

更新 20年

③タイル張補修 外壁・手すり壁等 補修 12年

④シーリング 外壁目地、建具周り、スリーブ周り、部材接合部等 打替 12年

〈鋼製〉開放廊下・階段、バルコニーの手すり 塗替 4年

〈鋼製〉屋上フェンス、設備機器、立て樋・支持金物、架台、避
難ハッチ、マンホール蓋、隔て板枠、物干金物等

塗替 4年

屋外鉄骨階段、自転車置場、遊具、フェンス 塗替 4年

〈鋼製〉住戸玄関ドア 塗替 6年

〈鋼製〉共用部分ドア、メーターボックス扉、手すり、照明器具、
設備機器、配電盤類、屋内消火栓箱等

塗替 6年

〈アルミ製・ステンレス製等〉サッシ、面格子、ドア、手すり、避難
ハッチ、換気口等

塗替 12年

〈ボード、樹脂、木製等〉隔て板・エアコンスリーブ・雨樋等 塗替 12年

点検・調整 12年

取替 36年

点検・調整 12年

取替 36年

②手すり 開放廊下・階段、バルコニーの手すり、防風スクリーン 取替 36年

補修 12年

取替 36年

集合郵便受、掲示板、宅配ロッカー等 取替 24年

笠木、架台、マンホール蓋、階段ノンスリップ、避難ハッチ、タ
ラップ、排水金物、室名札、立て樋・支持金物、隔て板、物干金
物、スリーブキャップ等

取替 24年

屋上フェンス等 取替 36年

⑤金物等
（メーターボックス扉等）

メーターボックスの扉、パイプスペースの扉等 取替 36年

③屋外鉄骨階段 屋外鉄骨階段

１　屋根防水

屋根（金属板葺き）

外壁、軒天等（タイル吹付）

外壁、軒天等（耐久性吹付（フッ素樹脂塗料等））

④金物等
（集合郵便受等）

屋根（化粧スレート葺き（カラーベスト葺き））

①建具関係

住戸玄関ドア、共用部分ドア、自動ドア

窓サッシ、面格子、網戸、シャッター

５　建具・金具等

①鉄部塗装
（雨掛かり部分）

②鉄部塗装
（非雨掛かり部分）

４　鉄部塗装等

③非鉄部塗装

アスファルト防水

アスファルト防水（高耐久）

①屋上防水

屋根（アスファルトシングル葺き）

外壁、軒天等（リシン吹付）

３　外壁塗装等

２　床防水

屋根（瓦葺き）

②傾斜屋根

②外壁、軒天塗装
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■ 計画修繕周期（設備） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「長期修繕計画標準様式」（国土交通省）等を参考にした。（補修、塗替は更新周期の 1/2） 

 

  

修繕工事項目 対象部位等 工事区分
計画

修繕周期

屋内共用給水管 更正 15年

屋内共用給水管、屋外共用給水管 取替（更新） 30年

受水槽 取替 25年

高置水槽 取替 25年

補修 8年

取替 16年

屋内共用雑排水管 更正 15年

屋内共用雑排水管、汚水管、雨水管 取替（更新） 30年

補修 8年

取替 16年

①ガス管 屋外埋設部ガス管、屋内共用ガス管 取替（更新） 30年

①空調設備 管理室、集会室等のエアコン 取替 15年

②換気設備
管理員室、集会室、機械室、電気室等の換気扉、ダクト類、換
気口、換気ガラリ

取替 15年

①電灯設備
共用廊下・エントランスホール等の照明器具、配線器具、非常
照明、避難口・通路誘導灯、外灯等

取替 15年

②配電盤類 配電盤・ブルボックス等 取替 30年

③幹線設備 引込開閉器、配線（電灯、動力）等 取替 30年

④避雷針設備 避雷突針・ポール・支持金物・導線・接地極等 取替 40年

⑤自家発電設備 発電設備 取替 30年

①電話設備 電話配線盤、中間端子盤　等 取替 30年

②テレビ共聴設備 アンテナ、増幅器、分配器等 取替 15年

③インターネット設備 住棟内ネットワーク 取替 15年

④インターホン設備等
インターホン設備、オートロック設備、住宅情報盤、防犯設備、
配線等

取替 15年

①屋内消火栓設備 消火栓ポンプ、消火管、ホース類、屋内消火栓箱等 取替 25年

②自動火災報知設備 感知器、発信器、表示灯、音響装置、中継器、受信器等 取替 20年

③連結送水管設備 送水口、放水口、消火管、消火隊専用栓箱等 取替 25年

カゴ内装、扉、三方枠等 補修 15年

全構成機器 取替 30年

２　排水設備

①給水管

②貯水管

③給水ポンプ

４　空調・換気設備

３　ガス設備

揚水ポンプ、加圧給水ポンプ、直結増圧ポンプ

①昇降機

７　消防用設備

６　情報・通信設備

５　電灯設備等

８　昇降機設備

①排水管

②排水ポンプ 排水ポンプ

１　給水設備
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２．団地・棟単位の修繕・改善事業等 

 

（１）改善事業の実施年度の設定の考え方 

改善事業は、次の方針を基本として計画年度の設定を検討します。 

 

① 昭和 56(1981)年以前に建築された団地・棟は、躯体の安全性の確認と確保を行い

ます。 

② 長寿命化型改善事業は、計画修繕周期を考慮しつつ、「屋上防水」や「外壁改修」

を建設年度や改善履歴からの経過年数が長い団地・棟から実施します。 

③ 長寿命化型改善事業以外の改善事業は、「浴室改修」や「室内への手すりの設置」

を福祉対応型改善事業として実施を検討します。 

④ 管理戸数を集約して間取り改修に当たっては居住性向上型事業として「間取り改修」

を、既に浴室改修を実施した団地・棟においては、居住性向上を目指し「共用部改

修」の実施を検討します。 

⑤ 改善事業は、工事費の平準化に配慮して実施します。 

 

本計画期間内に実施する修繕・改善事業に係る経費を次のとおり想定し、事業費の算出を

行います。 

 

・耐震診断  1,200、800 千円／棟  ・住戸内手摺設置     30 千円／ヵ所 

・耐震改修   1,200 千円／戸     ・屋根改修、屋上防水  150 千円／㎡ 

・浴槽改修  1,000 千円／戸     ・外壁改修        5 千円／㎡ 

・室内床改修  120 千円／戸     ・解体(集約)     1,100 千円／戸 

   ※修繕・改修単価は実績等より推定 
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第６章 長寿命化のための維持管理による効果 

１．ライフサイクルコスト改善効果の算出 

（１）算出の基本的な考え方 

前記の長寿命化計画に基づき、長寿命化型改善を実施しない場合とのライフサイクルコス

ト（ＬＣＣ）の比較を行い、ＬＣＣの改善効果を算出します。 

 

■ ライフサイクルコスト比較のイメージ例 

 ① １棟のＬＣＣ改善効果 ＝ ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後） 

 ② ＬＣＣ（計画前）＝ 修繕費＋建替費）／建設～築後 45年までの使用年数 

 ③ ＬＣＣ（計画後）＝（修繕費＋改善費＋建替費）／建設～築後 70年までの使用年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画前 LCC（従前型） 

建

 
 

設

計画後 LCC（長寿命化改善型）

建

 
 

設

建

 
 

設

建

 
 

設

改善

事業15～20 年 

改善

事業

改善

事業

※ 従前型の建設時点から次回の建替えまでのコスト 

＝（建設費に、建物を維持管理するために必要な修繕費・管理費及び屋上防水等の小規模な補修費を合計

したもの） 

※ 長寿命化改善型の建設時点から次回の建替えまでのコスト 

＝（建設費に、建物を維持管理するために必要な修繕費・管理費及び建物の長寿命化を図るための大規模

な改善費を合計したもの） 

45 年 小規模な補修 

15～20 年 15～20 年 15～20 年 

70 年 
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（２）ライフサイクルコスト縮減の算出結果 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）縮減の算出結果を下表に示します。 

なお、算出結果（縮減効果）は、長寿命化型改善を実施することによる、１棟当たりの１

年間におけるコスト縮減額です。 

 

表 6-1 各団地・棟単位のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）縮減の算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

使用
年数

ライフサ
イクルコ

スト

使用
年数

ライフサ
イクルコ

スト

年平均改
善額

累積改善額
（70年・現
在価値化）

年平均改
善額（現
在価値
化）

縮減効果

（年） （円／戸） （年） （円／戸） （円／戸・年） （円／戸） （円／戸・年） （千円/棟）

上ノ段 1 2 準耐火２階 S60(1985) 38 541,734 45 531,820 9,914 205,414 4,565 9

上ノ段 2 2 準耐火２階 S60(1985) 38 541,734 45 531,820 9,914 205,414 4,565 9

上ノ段 3 4 準耐火２階 S60(1985) 38 541,734 45 530,633 11,100 230,002 5,111 20

上ノ段 4 4 準耐火２階 S60(1985) 38 541,734 45 530,633 11,100 230,002 5,111 20

上ノ段 5 4 準耐火２階 S62(1987) 38 541,734 45 529,811 11,923 247,038 5,490 22

上ノ段 6 5 準耐火２階 S62(1987) 38 541,734 45 529,811 11,923 247,038 5,490 27

上ノ段 7 5 準耐火２階 S62(1987) 38 541,734 45 529,811 11,923 247,038 5,490 27

上ノ段 8 3 準耐火２階 S63(1988) 38 541,734 45 531,029 10,705 221,806 4,929 15

上ノ段 9 3 準耐火２階 H1(1991) 38 541,734 45 532,264 9,469 196,205 4,360 13

小松 1 30 中層耐火５階 S56（1981） 47 472,019 70 385,304 86,716 2,028,669 28,981 869

吉原 5 18 中層耐火３階 S62（1987） 47 482,062 70 400,100 81,962 1,917,454 27,392 493

雄徳 － 6 耐火２階 S59（1984） 47 528,929 70 440,835 88,094 2,060,916 29,442 177

軸 21 2 準耐火２階 S62（1987） 38 541,734 45 531,078 10,656 220,793 4,907 10

軸 22 4 準耐火２階 S62（1987） 38 541,734 45 530,633 11,100 230,002 5,111 20

広門 4 5 耐火２階 S50（1975） 47 528,929 70 435,852 93,077 2,177,488 31,107 156

広門 20 2 準耐火２階 S61（1986） 38 541,734 45 528,244 13,489 279,500 6,211 12

小松 17 20 中層耐火３階 S60（1985） 47 482,062 70 410,578 71,485 1,672,346 23,891 478

小松 18 16 中層耐火３階 S60（1985） 47 482,062 70 412,875 69,187 1,618,606 23,123 370

小松 19 20 中層耐火３階 S59（1984） 47 482,062 70 411,089 70,973 1,660,382 23,720 474

小松 20 20 中層耐火３階 S59（1984） 47 482,062 70 405,569 76,493 1,789,519 25,565 511

小松 21 12 中層耐火３階 S59（1984） 47 482,062 70 418,569 63,493 1,485,391 21,220 255

小松 22 12 中層耐火３階 S59（1984） 47 482,062 70 417,049 65,013 1,520,950 21,728 261

小松 23 12 中層耐火３階 S60（1985） 47 482,062 70 418,580 63,482 1,485,123 21,216 255

小松 24 14 中層耐火３階 S60（1985） 47 482,062 70 418,006 64,056 1,498,559 21,408 300

小松 25 14 中層耐火３階 S59（1984） 47 482,062 70 415,855 66,207 1,548,890 22,127 310

小松 26 14 中層耐火３階 S60（1985） 47 482,062 70 414,209 67,853 1,587,391 22,677 317

小松 27 8 中層耐火３階 S61（1986） 47 482,062 70 411,289 70,773 1,655,703 23,653 189

小松 28 12 中層耐火３階 S61（1986） 47 482,062 70 410,395 71,667 1,676,624 23,952 287

小松 29 10 中層耐火３階 S61（1986） 47 482,062 70 410,766 71,296 1,667,935 23,828 238

小松 店舗 4 耐火平屋 S60（1985） 47 515,539 70 425,277 90,261 2,111,615 30,166 121

三反長 18 4 耐火２階 S60（1985） 47 528,929 70 452,621 76,308 1,785,195 25,503 102

三反長 19 3 準耐火２階 S61（1986） 38 541,734 45 531,029 10,705 221,806 4,929 15

三反長 25 3 準耐火２階 S62（1987） 38 541,734 45 531,029 10,705 221,806 4,929 15

三反長 26 3 準耐火２階 S62（1987） 38 541,734 45 531,029 10,705 221,806 4,929 15

三反長 27 2 準耐火２階 S62（1987） 38 541,734 45 531,820 9,914 205,414 4,565 9

吉原 6 10 中層耐火３階 S61（1986） 47 482,062 70 411,240 70,822 1,656,839 23,669 237

吉原 7 10 中層耐火３階 S61（1986） 47 482,062 70 411,240 70,822 1,656,839 23,669 237

吉原 8 8 中層耐火３階 S61（1986） 47 482,062 70 411,455 70,607 1,651,826 23,598 189

東林 23 3 準耐火２階 S62（1987） 38 541,734 45 531,029 10,705 221,806 4,929 15

東林 24 4 準耐火２階 S62（1987） 38 541,734 45 530,589 11,145 230,923 5,132 21

構造
建設
年度

市
営
住
宅

改
良
住
宅

団地名

ライフサイクルコスト改善効果計画前モデル 計画後モデル

住棟
番号

戸数

備考：「累積改善額」は、「年平均改善額」について、将来コストを社会的割引率４％により現在価値化

し、70年の累積改善額を算出したもの。 
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２．長寿命化のための維持管理による効果 

（１）ＬＣＣの縮減効果 

前述のとおり長寿命化型改善事業を実施する各団地・棟を対象として、ライフサイクルコ

スト（ＬＣＣ）の改善効果を算出しました。（表 6-1） 

ＬＣＣの改善効果はいずれの団地・棟においても「０」以上となっており、長寿命化型改

善事業による改善効果が期待できます。 

長寿命化型改善を行うことにより、ＬＣＣの縮減効果は約１割程度見込めると想定し

ています。 

ただし、本計画においては、事業年度や事業費は概略としていることから、施工年度毎に

その効果を再確認することが望まれます。 

このように従来の対処療法的な維持管理から、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性

の向上等を図る改善を実施することによって、市営住宅等の長寿命化が図られ、ライフサイ

クルコストの縮減につながります。 

また、定期点検により現状を把握しながら適切な修繕及び改善を実施することで、市営住

宅等の安全の確保を図ることが可能となります。 
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（２）各年度の総工事費及び戸数の平準化 

   小集落改良事業等により同時期に建設された住棟が多いため、総工事費及び戸数とも

に計画期間の前半に集中していたものを期間内で平準化します。（図 6-1→図 6-2） 

   ※平成 26 年度、平成 27年度は平成 28年度以降に計画する事業の準備期間とし耐震診断や

補強方法の検討を行うため、総工事費、戸数ともに少なくなっています。 

 

 

       計画前 

           
図 6-1 

 

       計画後 

          

                                  図6-2 

      ※H26 の   はストック活用計画に基づく木造住宅の集約・建替事業の総工

事費と戸数を示しています。 
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資料① 修繕周期 

 

市営住宅等の各団地ごとの想定される修繕周期を次に示す。（計画前） 
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2013
年度
時点

2023
年度
時点

2013
年度
時点

2023
年度
時点

1 都　１棟 2 1 2 ＣＢ（準耐火） S49 1974
建

設
39 49 6 -4 45

都　２棟 2 1 3 ＣＢ（準耐火） S49 1974
建

設
39 49 6 -4 45

都　３棟 2 1 2 ＣＢ（準耐火） S49 1974
建

設
39 49 6 -4 45

2 一丁地　１棟 2 3 8 ＰＣ（準耐火） S51 1976
建

設
○ ○ ○ 37 47 8 -2 45

一丁地　２棟 2 3 8 ＰＣ（準耐火） S52 1977
建

設
○ ○ ○ 36 46 9 -1 45

一丁地　３棟 2 3 8 ＰＣ（準耐火） S54 1979
建

設
○ ○ ○ 34 44 11 1 45

一丁地　４棟 2 2 6 ＰＣ（準耐火） S54 1979
建

設
○ ○ ○ 34 44 11 1 45

3 上ノ段　１棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
28 38 17 7 45

上ノ段　２棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
28 38 17 7 45

上ノ段　３棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
28 38 17 7 45

上ノ段　４棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
28 38 17 7 45

上ノ段　５棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

上ノ段　６棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

上ノ段　７棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

上ノ段　８棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S63 1988
建

設

☆

○

☆

○
25 35 20 10 45

上ノ段　９棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） H1 1991
建

設

☆

○

☆

○
22 32 23 13 45

4 三反長　15棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S55 1980
建

設

☆

○

☆

○

☆

○
33 43 12 2 45

三反長　16棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S54 1979
建

設

☆

○

☆

○

☆

○
34 44 11 1 45

5 小松　１棟 5 1 30 ＲＣ（耐火） S56 1981
個別
改善

長寿命化型
建

設
★

ガス

栓 ● ☆ ○ ☆ 32 42 38 28 70

6 小松　５棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　６棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　７棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　８棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　９棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

7 吉原　５棟 3 1 18 ＲＣ（耐火） S62 1987
個別
改善

長寿命化型
建

設

☆

○

☆

○
26 36 44 34 70

15 雄徳（２種） 2 1 6 ＲＣ（耐火） S59 1984
個別
改善

長寿命化型
建

設

☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

【屋根・屋上改修】 【外壁改修】

★ ：改修事業実施済年度 ● ：改修事業実施済年度 ：耐用年数１/２以下 ：耐用年数１/２を超えた期間 ：耐用年数を超えた期間

☆ ：修繕周期による修繕・補修の次期年度の目安 ○ ：修繕周期による修繕・補修の次期年度の目安

☆

○

公営住宅等長寿命化計画期間

福祉対応型・安全性確

保型

福祉対応型・安全性確

保型

長寿命化型＋福祉対

応型

福祉対応型・安全性確

保型

浴

室

☆

○
☆

○

☆

☆

○

☆

○

☆

○

☆

○

★
●

浴
室

★ ☆

残り
耐用年数

耐用
年数

（公営
住宅法
によ
る）

★
★

●

電
気

幹
線

番
号

建設後
経過年数

修繕対応

個別
改善

個別
改善

個別
改善

個別
改善

修繕
対応

団地名
階
数

棟
数

戸
数

構造 建設年度
ストック
活用方針
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【改良住宅】

S
48

S
49

S
50

S
51

S
52

S
53

S
54

S
55

S
56

S
57

S
58

S
59

S
60

S
61

S
62

S
63

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
10

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

H
31

H
32

H
33

H
34

H
35

H
36

H
37

H
38

H
39

H
40

1
9
7
3

1
9
4
6

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
7
7

1
9
7
8

1
9
7
9

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2013
年度
時点

2023
年度
時点

2013
年度
時点

2023
年度
時点

17 軸　３棟 2 1 7 ＰＣ（準耐火） S48 1973
個別
改善

福祉対応型・安全性確

保型

建

設
2戸

1

★

●

☆
○

☆
○

40 50 5 -5 45

18 軸　11棟 2 2 6 ＰＣ（準耐火） S53 1978
建

設 35 45 10 0 45

軸　12棟 2 3 9 ＰＣ（準耐火） S53 1978
建

設
35 45 10 0 45

軸　13棟 2 3 9 ＰＣ（準耐火） S53 1978
建

設
35 45 10 0 45

軸　14棟 2 3 9 ＰＣ（準耐火） S53 1978
建

設 35 45 10 0 45

軸　17棟 2 4 15 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
★

●
☆

○
31 41 14 4 45

19 軸　21棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設 26 36 19 9 45

軸　22棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

20 広門　４棟 2 1 5 ＲＣ（耐火） S50 1975
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型・安全性確保型

建

設
☆

○

電気

幹線

☆

○

☆

○
38 48 32 22 70

21 広門　５棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S50 1975
建

設
☆

○

電気

幹線

☆

○

☆

○
38 48 7 -3 45

22 広門　７棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S51 1976
建

設 37 47 8 -2 45

広門　８棟 2 1 6 ＰＣ（準耐火） S51 1976
建

設 37 47 8 -2 45

広門　８棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S56 1981
建

設
○ ○ ○ 32 42 13 3 45

広門　８棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

広門　９棟 2 2 8 ＰＣ（準耐火） S52 1977
建

設
○ ○ ○ 36 46 9 -1 45

広門　９棟 1 1 2 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
○ ○ 28 38 17 7 45

広門　10棟 2 2 8 ＰＣ（準耐火） S55 1980
建

設
○ ○ ○ 33 43 12 2 45

23 広門　20棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S61 1986
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

建

設
☆

○

☆

○
27 37 18 8 45

24 小松　10棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　11棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　12棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設 31 41 14 4 45

小松　13棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設 31 41 14 4 45

小松　14棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設 31 41 14 4 45

小松　15棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　16棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

25 小松　17棟 3 1 20
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

小松　18棟 3 1 16
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

小松　19棟 3 1 20
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　20棟 3 1 20
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　21棟 3 1 12
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　22棟 3 1 12
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　23棟 3 1 12
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

小松　24棟 3 1 14
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

小松　25棟 3 1 14
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　26棟 3 1 14
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

26 小松　27棟 3 1 8
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

小松　28棟 3 1 12
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

小松　29棟 3 1 10
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

小松　店舗 1 1 4 ＲＣ（耐火） S60 1985
建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

27 三反長　18棟 2 1 4 ＲＣ（耐火） S60 1985
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

28 三反長　19棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S61 1986
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

建

設
☆

○

☆

○
27 37 18 8 45

29 三反長　25棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

三反長　26棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

三反長　27棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

30 長田　６棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S51 1976
個別
改善

安全性確保型
建

設

★

●

浴室

☆

○

☆

○
37 47 8 -2 45

31 吉原　６棟 3 1 10
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

吉原　７棟 3 1 10
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

吉原　８棟 3 1 8
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

32 東林　23棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

東林　24棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

【屋根・屋上改修】 【外壁改修】

★ ：改修事業実施済年度 ● ：改修事業実施済年度 ：耐用年数１/２以下 ：耐用年数１/２を超えた期間 ：耐用年数を超えた期間

☆ ：修繕周期による修繕・補修の次期年度の目安 ○ ：修繕周期による修繕・補修の次期年度の目安

建設後
経過年数

電
気
幹

線

☆
○

○

番
号

団地名
階
数

棟
数

戸
数

構造 建設年度
ストック
活用方針

個別
改善

個別
改善

個別
改善

個別
改善

個別
改善

共

聴
設

備
更
新

○
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

長寿命化型＋福祉対

応型

長寿命化型＋福祉対

応型

長寿命化型＋福祉対

応型

長寿命化型＋福祉対

応型

個別
改善

個別
改善

個別
改善

福祉対応型・安全性確

保型

長寿命化型＋福祉対

応型

○ ○ ○ ☆☆

☆

○

☆

★

福祉対応型・安全性確

保型

電
気

幹
線

福祉対応型

○

☆

公営住宅等長寿命化計画期間

○☆

残り
耐用年数

耐用
年数

（公営
住宅法
によ
る）

★

○

○★
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市営住宅等の各団地ごとの修繕周期を平準化したモデルを示す。（計画後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市営住宅】

S
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S
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S
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S
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S
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S
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S
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H
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H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
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H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

H
31

H
32

H
33

H
34

H
35

H
36

H
37

H
38

H
39

H
40

1
9
7
3

1
9
4
6

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
7
7

1
9
7
8

1
9
7
9

1
9
8
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1
9
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1
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2
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3

1
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4
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5
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6
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8
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9
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1
9
9
1

1
9
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2

1
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3

1
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9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2013
年度
時点

2023
年度
時点

2013
年度
時点

2023
年度
時点

1 都　１棟 2 1 2 ＣＢ（準耐火） S49 1974
建

設
39 49 6 -4 45

都　２棟 2 1 3 ＣＢ（準耐火） S49 1974
建

設
39 49 6 -4 45

都　３棟 2 1 2 ＣＢ（準耐火） S49 1974
建

設
39 49 6 -4 45

2 一丁地　１棟 2 3 8 ＰＣ（準耐火） S51 1976
建

設
○ ○ ○ 37 47 8 -2 45

一丁地　２棟 2 3 8 ＰＣ（準耐火） S52 1977
建

設
○ ○ ○ 36 46 9 -1 45

一丁地　３棟 2 3 8 ＰＣ（準耐火） S54 1979
建

設
○ ○ ○ 34 44 11 1 45

一丁地　４棟 2 2 6 ＰＣ（準耐火） S54 1979
建

設
○ ○ ○ 34 44 11 1 45

3 上ノ段　１棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
28 38 17 7 45

上ノ段　２棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
28 38 17 7 45

上ノ段　３棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
28 38 17 7 45

上ノ段　４棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
28 38 17 7 45

上ノ段　５棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

上ノ段　６棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

上ノ段　７棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

上ノ段　８棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S63 1988
建

設

☆

○
25 35 20 10 45

上ノ段　９棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） H1 1991
建

設

☆

○
22 32 23 13 45

4 三反長　15棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S55 1980
建

設

☆

○

☆

○

☆

○
33 43 12 2 45

三反長　16棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S54 1979
建

設

☆

○

☆

○

☆

○
34 44 11 1 45

5 小松　１棟 5 1 30 ＲＣ（耐火） S56 1981
個別
改善

長寿命化型
建

設
★

ガス

栓 ● ☆
☆

○
☆ 32 42 38 28 70

6 小松　５棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　６棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　７棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　８棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　９棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

7 吉原　５棟 3 1 18 ＲＣ（耐火） S62 1987
個別
改善

長寿命化型
建

設

☆

○

☆

○
26 36 44 34 70

15 雄徳（２種） 2 1 6 ＲＣ（耐火） S59 1984
個別
改善

長寿命化型
建

設

☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

【屋根・屋上改修】 【外壁改修】

★ ：改修事業実施済年度 ● ：改修事業実施済年度 ：耐用年数１/２以下 ：耐用年数１/２を超えた期間 ：耐用年数を超えた期間

☆ ：改修計画年度 ○ ：改修計画年度

★

●
☆

○

個別
改善

福祉対応型・安全性確

保型

修繕
対応

修繕対応 ★

室

個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

☆

○

☆

○

☆

○

個別
改善

福祉対応型・安全性確

保型
★

電

気
幹

線

浴
☆

建設後
経過年数

残り
耐用年数

耐用
年数

（公営
住宅法
によ
る）

☆

個別
改善

福祉対応型・安全性確

保型

★
●

浴
室

☆

○
☆

○

公営住宅等長寿命化計画期間

番
号

団地名
階
数

棟
数

戸
数

構造 建設年度
ストック
活用方針
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【改良住宅】

S
48

S
49

S
50

S
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S
52

S
53

S
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S
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S
56

S
57

S
58

S
59

S
60

S
61

S
62

S
63

H
1

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
10

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

H
31

H
32

H
33

H
34

H
35

H
36

H
37

H
38

H
39

H
40

1
9
7
3

1
9
4
6

1
9
7
5

1
9
7
6

1
9
7
7

1
9
7
8

1
9
7
9

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3

1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2013
年度
時点

2023
年度
時点

2013
年度
時点

2023
年度
時点

17 軸　３棟 2 1 7 ＰＣ（準耐火） S48 1973
個別
改善

福祉対応型・安全性確

保型

建

設
2戸

1

★

●

☆

○

☆

○
40 50 5 -5 45

18 軸　11棟 2 2 6 ＰＣ（準耐火） S53 1978
建

設 35 45 10 0 45

軸　12棟 2 3 9 ＰＣ（準耐火） S53 1978
建

設
35 45 10 0 45

軸　13棟 2 3 9 ＰＣ（準耐火） S53 1978
建

設
35 45 10 0 45

軸　14棟 2 3 9 ＰＣ（準耐火） S53 1978
建

設 35 45 10 0 45

軸　17棟 2 4 15 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
★

●

☆

○
31 41 14 4 45

19 軸　21棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

軸　22棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
26 36 19 9 45

20 広門　４棟 2 1 5 ＲＣ（耐火） S50 1975
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型・安全性確保型

建

設
☆

○

電気

幹線

☆

○

☆

○
38 48 32 22 70

21 広門　５棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S50 1975
建

設
☆

○

電気

幹線

☆

○

☆

○
38 48 7 -3 45

22 広門　７棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S51 1976
建

設
37 47 8 -2 45

広門　８棟 2 1 6 ＰＣ（準耐火） S51 1976
建

設 37 47 8 -2 45

広門　８棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S56 1981
建

設
○ ○ ○ 32 42 13 3 45

広門　８棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設 31 41 14 4 45

広門　９棟 2 2 8 ＰＣ（準耐火） S52 1977
建

設
○ ○ 36 46 9 -1 45

広門　９棟 1 1 2 ＰＣ（準耐火） S60 1985
建

設
○ 28 38 17 7 45

広門　10棟 2 2 8 ＰＣ（準耐火） S55 1980
建

設
○ ○ ○ 33 43 12 2 45

23 広門　20棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S61 1986
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

建

設
☆

○

☆

○
27 37 18 8 45

24 小松　10棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　11棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設 31 41 14 4 45

小松　12棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設 31 41 14 4 45

小松　13棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　14棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設
31 41 14 4 45

小松　15棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設 31 41 14 4 45

小松　16棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S57 1982
建

設 31 41 14 4 45

25 小松　17棟 3 1 20
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

小松　18棟 3 1 16
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

小松　19棟 3 1 20
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　20棟 3 1 20
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　21棟 3 1 12
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　22棟 3 1 12
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　23棟 3 1 12
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

小松　24棟 3 1 14
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

小松　25棟 3 1 14
ＲＣメゾネット

（耐火）
S59 1984

建

設
☆

○

☆

○
29 39 41 31 70

小松　26棟 3 1 14
ＲＣメゾネット

（耐火）
S60 1985

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

26 小松　27棟 3 1 8
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

小松　28棟 3 1 12
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

小松　29棟 3 1 10
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

小松　店舗 1 1 4 ＲＣ（耐火） S60 1985
建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

27 三反長　18棟 2 1 4 ＲＣ（耐火） S60 1985
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

建

設
☆

○

☆

○
28 38 42 32 70

28 三反長　19棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S61 1986
個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

建

設
☆

○

☆

○
27 37 18 8 45

29 三反長　25棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

三反長　26棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

三反長　27棟 2 1 2 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

30 長田　６棟 2 1 5 ＰＣ（準耐火） S51 1976
個別
改善

安全性確保型
建

設

★

●

浴室

☆

○

☆

○
37 47 8 -2 45

31 吉原　６棟 3 1 10
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

吉原　７棟 3 1 10
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

吉原　８棟 3 1 8
ＲＣメゾネット

（耐火）
S61 1986

建

設
☆

○

☆

○
27 37 43 33 70

32 東林　23棟 2 1 3 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

東林　24棟 2 1 4 ＰＣ（準耐火） S62 1987
建

設
☆

○

☆

○
26 36 19 9 45

【屋根・屋上改修】 【外壁改修】
★ ：改修事業実施済年度 ● ：改修事業実施済年度 ：耐用年数１/２以下 ：耐用年数１/２を超えた期間 ：耐用年数を超えた期間
☆ ：改修計画年度 ○ ：改修計画年度

○

個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

共
聴

設
備
更

新

個別
改善

福祉対応型 ○ ★ ○ ☆

個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

電
気

幹
線

☆

○

個別
改善

長寿命化型＋福祉対

応型

☆

○

個別
改善

福祉対応型・安全性確

保型

○

★

残り
耐用年数

耐用
年数

（公営
住宅法
によ
る）

○

☆

☆

○

☆

☆

○

○ ☆
☆

○
☆

建設後
経過年数

個別
改善

福祉対応型・安全性確

保型

○

★

電
気

幹
線

公営住宅等長寿命化計画期間

番
号

団地名
階
数

棟
数

戸
数

構造 建設年度
ストック
活用方針



 - 29 -

資料② 八幡市住宅基本計画懇話会 

１. 委員名簿 

区分 氏名 現職 

委員長 髙 田   光 雄 京都大学 大学院工学研究科 教授 

委員 檜谷 美恵子 京都府立大学 大学院生命環境科学研究科 教授 

委員 岡   絵 理 子 関西大学  環境都市工学部建築学科 准教授 

委員 岩 井   恵 美 欽明台西自治会長  

委員 生 川   信 雄 男山 C 地区自治会長  

委員 高 橋   武 史 市民公募委員  

委員 藤 下    昭 市民公募委員  

委員 田 中   啓 介 独立行政法人都市再生機構西日本支社 副支社長 

委員 田 中   政 幸 京都府建設交通部住宅課長 

委員 丹 下    均 八幡市副市長  

オブザーバー 藤 岡    栄 京都府自治振興課参事「まちの仕事人」 

事務局 足 立   善 計 八幡市政策推進部長 

事務局 藤 田   孝 志 八幡市まちづくり推進部長 
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２. 開催概要 

回 開催日時 議 題 

１ 平成 25 年 10 月 28 日 ・住生活基本計画について 
・国・京都府の住宅政策、八幡市の上位計画について 
・八幡市の特徴と課題について 
・八幡市住生活基本計画の着目点や考え方について 

２ 平成 25 年 11 月 28 日 【八幡市住生活基本計画】 
・魅力ある住まい・住環境づくりに向けた市民アンケート調査結

果中間報告 
・課題の整理と基本理念・目標・施策の展開方向について 
【八幡市営住宅等ストック総合活用計画】 
・市営住宅に対するアンケート調査について 

３ 平成 26 年  1 月 16 日 【八幡市住生活基本計画】 
・住宅施策の展開について 
・重点プロジェクトについて 
・八幡市住生活基本計画（素案）について 
【八幡市営住宅等ストック総合活用計画】 
・市営住宅に対するアンケート調査結果中間報告 
・八幡市営住宅等ストック総合活用計画の状況報告 

４ 平成 26 年  3 月  7 日 【八幡市住生活基本計画】 
・パブリックコメントの実施報告 
・八幡市住生活基本計画（案）について 
【八幡市営住宅等ストック総合活用計画】 
・八幡市営住宅等ストック総合活用計画（案）について 
・八幡市営住宅等長寿命化計画（案概要）について 
・八幡市営住宅等長寿命化計画（案）について 

 

 

 

 



- 31 -

資料③　公営住宅等長寿命化計画策定指針（抜粋）　
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八幡市営住宅等長寿命化計画 

平成２６年３月 
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